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702条の 3）により、課税標準が大幅に軽減されていた。住居用家屋の敷地に








































































































































































































































































































































































































































（ 2）　二項道路一括指定事件（最判平成14年 1月17日：民集56巻 1号 1頁）、労災就学援護
費不支給決定事件（最判平成15年 9月 4日：判時1841号89頁）、登録免許税拒否通知事
件（最判平成17年 4月14日：民集59巻 3号491頁）、食品衛生法違反通知事件（最判平成
16年 4月26日：民集58巻 4号989頁）、病院開設中止勧告事件（最判平成17年 7月15日：
民集59巻 6号1661頁）、病院病床数削減勧告事件（最判平成17年10月25日：判時1920号
32頁）、土地区画整理事業計画決定事件（最判平成20年 9 月10日：民集62巻 8 号2029
頁）、保育所廃止条例事件（最判平成21年11月26日：民集63巻 9号2124頁）、有害物質使
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